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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　複数本の一方向連続繊維がテープ状に整列されて熱可塑性樹脂が含浸されたプリプレグ
テープからなる連続繊維プリプレグの成形方法であって、
　前記プリプレグテープを複数本のロッドの間に亘って捲回して周状の連続繊維プリプレ
グを形成する捲回工程と、
　前記複数本のロッドを互いに離反する方向に移動させて前記連続繊維プリプレグに張力
を発生させて前記プリプレグテープの弛みをとる弛みとり工程と、
　前記連続繊維プリプレグを押し治具で押して最終形状に成形する成形工程と、
　前記連続繊維プリプレグを加熱し該加熱後に冷却して硬化させる硬化工程と、
　を含むことを特徴とする連続繊維プリプレグの成形方法。
【請求項２】
　前記成形工程では、
　前記連続繊維プリプレグを部分的に前記プリプレグテープの積層方向に溶着して仮留め
を行うことを特徴とする請求項１に記載の連続繊維プリプレグの成形方法。
【請求項３】
　前記硬化工程では、仮留めされた連続繊維プリプレグを射出成形装置の射出金型内にセ
ットして射出成形を行い、該射出成形時に射出金型内に射出される溶融材料の熱を利用し
て、前記連続繊維プリプレグを加熱することを特徴とする請求項２に記載の連続繊維プリ
プレグの成形方法。
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【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、複数本の一方向連続繊維がテープ状に整列されて熱可塑性樹脂が含浸された
プリプレグテープからなる連続繊維プリプレグの成形方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　例えば、繊維強化樹脂（ＦＲＰ）部品を製造する方法として、マトリックス樹脂となる
未反応の樹脂溶液をテープ状の連続繊維に含浸させてなるプリプレグテープを、マンドレ
ル上に、張力を加えながら巻き付けて連続繊維プリプレグを製造するフィラメントワイン
ディング法が知られている。
【０００３】
　熱硬化性のプリプレグテープは、熱可塑性のものと比較して粘性が低く、全体的に柔ら
かく、賦形し易いという特徴を有しており、フィラメントワインディング法に用いた場合
には、連続繊維の物性発現に不可欠な繊維への張力付与が容易である。
【０００４】
　特許文献２には、プリプレグを簡単な形状に成形して硬化させ、硬化後に二次加工を行
って、複雑な三次元形状に変形させる技術が記載されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開昭６３－２７０９３１号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、熱可塑性のプリプレグテープは、熱硬化性のものよりも粘性が高く、剛
性も高い。したがって、フィラメントワインディング法に用いた場合に、連続繊維の物性
発現に不可欠な繊維への張力付与が困難である。したがって、最初から複雑な形状にする
ことができず、捲回後に複雑な形状に加工すると、プリプレグテープの弛みや皺が発生す
るおそれがある。プリプレグテープの弛みや皺を有する連続繊維プリプレグは、ボイドや
繊維蛇行の原因となり、そのまま硬化させて繊維強化樹脂部品とした場合に所期の物性を
発揮することができない。
【０００７】
　また、特許文献１のようにマトリックス樹脂を硬化させた後に二次加工を行って複雑な
３次元形状に変形させると、繊維周長が積層断面位置によって変化するため、連続繊維プ
リプレグ内に繊維蛇行が発生するおそれがある。また、二次加工は、生産性が低くて量産
に適さない。
【０００８】
　本発明は、上記の点に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、熱可塑性
のプリプレグテープを用いた連続繊維プリプレグを、生産性を犠牲にすることなく、所期
の物性の発現が可能な形状に成形することができる連続繊維プリプレグの成形方法を提供
することである。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　上記課題を解決する本発明の連続繊維プリプレグの成形方法は、複数本の一方向連続繊
維がテープ状に整列されて熱可塑性樹脂が含浸されたプリプレグテープからなる連続繊維
プリプレグの成形方法であって、プリプレグテープを複数本のロッドの間に亘って捲回し
て周状の連続繊維プリプレグを形成する捲回工程と、複数本のロッドを互いに離反する方
向に移動させて連続繊維プリプレグに張力を発生させてプリプレグテープの弛みをとる弛
みとり工程と、連続繊維プリプレグを押し治具で押して最終形状に成形する成形工程と、
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連続繊維プリプレグを加熱し加熱後に冷却して硬化させる硬化工程を含むことを特徴とし
ている。
【００１０】
　本発明の連続繊維プリプレグの成形方法によれば、周状の連続繊維プリプレグに張力を
発生させてプリプレグテープの弛みをとり、押し治具で押して最終形状に成形するので、
連続繊維プリプレグ内におけるボイドおよび繊維蛇行の発生を防ぐことができる。また、
各工程を流れ作業で行うことができ、生産性に優れており、量産が容易である。したがっ
て、生産性を犠牲にすることなく、所期の物性の発現が可能な形状に形成することができ
る。
【００１１】
　本発明の連続繊維プリプレグの成形方法は、成形工程において、連続繊維プリプレグを
部分的にプリプレグテープの積層方向に溶着して仮留めを行うことを特徴としている。
【００１２】
　本発明の連続繊維プリプレグの成形方法によれば、プリプレグテープの積層方向に部分
的に溶着して仮留めを行うので、連続繊維プリプレグを最終形状に保持することができ、
連続繊維プリプレグの形状が崩れるのを防ぐことができる。したがって、連続繊維プリプ
レグの取り扱いが容易になり、生産性を向上させることができる。
【００１３】
　本発明の連続繊維プリプレグの成形方法は、硬化工程では、仮留めされた連続繊維プリ
プレグを射出成形装置の射出金型内にセットして射出成形を行い、射出成形時に射出金型
内に射出される溶融材料の熱を利用して、連続繊維プリプレグを加熱することを特徴とし
ている。
【００１４】
　本発明の連続繊維プリプレグの成形方法によれば、射出成形時に射出金型内に射出され
る溶融材料の熱を利用して、連続繊維プリプレグを加熱するので、冷却硬化後に繊維強化
樹脂部品を得ることができ、同時に、その繊維強化樹脂部品を骨部材とした射出成形品を
製造することができる。したがって、工数の削減により、生産性を向上させることができ
、コストを低減することができる。
【発明の効果】
【００１５】
　本発明の連続繊維プリプレグの成形方法によれば、周状の連続繊維プリプレグに張力を
発生させてプリプレグテープの弛みをとり、押し治具で押して最終形状に成形するので、
連続繊維プリプレグ内におけるボイドおよび繊維蛇行の発生を防ぐことができる。また、
各工程を流れ作業で行うことができ、生産性に優れており、量産が容易である。したがっ
て、生産性を犠牲にすることなく、所期の物性の発現が可能な形状に形成することができ
る。　
【図面の簡単な説明】
【００１６】
【図１】連続繊維プリプレグの成形方法の具体例１を説明する図。
【図２】連続繊維プリプレグの成形方法の具体例１を説明する図。
【図３】連続繊維プリプレグの成形方法の具体例１を説明する図。
【図４】連続繊維プリプレグの成形方法の具体例１を説明する図。
【図５】プリプレグテープの捲回装置の構成を説明する図。
【図６】図５の捲回装置を用いた捲回方法を説明する図。
【図７】連続繊維プリプレグの成形方法の具体例２を説明する図。
【図８】連続繊維プリプレグの成形方法の具体例２を説明する図。
【図９】連続繊維プリプレグの成形方法の具体例２を説明する図。
【図１０】本発明の連続繊維プリプレグの成形方法により成形された繊維強化樹脂部品の
一例を示す図。
【図１１】図１０の繊維強化樹脂部品を用いた射出成形品を示す図。
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【図１２】本発明の連続繊維プリプレグの成形方法により成形された繊維強化樹脂部品と
その繊維強化樹脂部品を用いた射出成形品を示す図。
【発明を実施するための形態】
【００１７】
　次に、本発明の実施の形態について図面を用いて以下に説明する。
［具体例１］
　図１から図４は、本実施の形態における連続繊維プリプレグの成形方法の具体例１を説
明する図である。図１（ａ）は、プリプレグテープを模式的に示す図、図１（ｂ）は、プ
リプレグテープの捲回方法を概念的に示す斜視図、図１（ｃ）は、図１（ｂ）の平面図で
ある。
【００１８】
　具体例１における連続繊維プリプレグの成形方法は、捲回工程、弛みとり工程、整形工
程、硬化工程を有している。捲回工程では、熱可塑性のプリプレグテープ１１を、２本の
ロッド２１の間に亘って捲回して周状の連続繊維プリプレグ１２を形成する作業が行われ
る。
【００１９】
　プリプレグテープ１１は、図１（ａ）に示すように、複数本の一方向連続繊維がテープ
状に整列されてマトリックス樹脂となる熱可塑性の樹脂溶液に含浸された構成を有してい
る。一方向連続繊維の例としては、炭素繊維、ガラス繊維、アラミド繊維を挙げることが
でき、熱可塑性樹脂の例としては、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリアミド等を挙げ
ることができる。
【００２０】
　プリプレグテープ１１は、図１（ｂ）、（ｃ）に示すように、２本のロッド２１の間に
亘って緩く巻き付けられ、上面視で楕円形をなす周状の連続繊維プリプレグ１２が形成さ
れる。
【００２１】
　図５は、プリプレグテープの捲回装置の構成を説明する図、図６は、捲回装置を用いた
捲回方法を説明する図である。
【００２２】
　捲回装置３１は、プリプレグテープ１１を２本のロッド２１の間に亘って捲回して連続
繊維プリプレグ１２を形成するためのものであり、図５（ａ）の平面図、および図５（ｂ
）の正面図に示すように、モータ等の駆動手段によって一方向に回転駆動される円盤状の
回転台３２と、回転台３２にロッド２１を着脱可能に保持する保持手段３３と、回転台３
２の上面から突出して回転台３２と一体に回転される略楕円柱状の芯金部３５を有してい
る。
【００２３】
　保持手段３３は、図５（ｂ）に示すように、回転台３２の上面に開口する一対の穴部３
４を有している。穴部３４は、回転台３２の回転中心から径方向外側に向かって互いに等
距離だけ離反した位置に設けられており、ロッド２１の端部を挿入することによって、各
ロッド２１を互いに平行に保持できるように構成されている。
【００２４】
　ロッド２１は、所定の直径を有する丸棒形状を有しており、保持手段３３に保持させた
場合に、回転台３２から所定の高さ位置まで突出する軸方向長さを有している。芯金部３
５は、２本のロッド２１の間に亘って楕円径方向長軸側が配置されるように回転台３２に
設けられている。そして、芯金部３５の楕円径方向長軸側の両端部には、断面円弧状の凹
溝部３６が芯金部３５の高さ方向に亘って延在するように形成されている。凹溝部３６は
、ロッド２１の端部を穴部３４に挿入して保持させた場合に、凹溝部３６にロッド２１が
挿通されて、図５（ｂ）に示すように、芯金部３５の楕円径方向長軸側の両端部よりも径
方向外側にロッド２１の外周面の一部が突出するようになっている。
【００２５】
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　上記構成を有する捲回装置３１を用いてプリプレグテープ１１を捲回する場合、保持手
段３３に２本のロッド２１を保持させ、プリプレグテープ１１の一端をロッド２１に固定
し、回転台３２を回転させて、高速ワインディングを行う。これにより、図６に示すよう
に、芯金部３５の周りにプリプレグテープ１１が捲回されて、上面視楕円形をなす周状の
連続繊維プリプレグ１２が形成される。そして、２本のロッド２１と共に連続繊維プリプ
レグ１２を芯金部３５から取り外す。
【００２６】
　次に、弛みとり工程では、図２に示すように、２本のロッド２１を互いに離反する方向
に移動させて連続繊維プリプレグ１２に張力を発生させてプリプレグテープ１１の弛みを
とる作業が行われる。
【００２７】
　連続繊維プリプレグ１２は、２本のロッド２１の移動に応じて、図１（ｃ）に示す楕円
状から、図２に示すトラック状、すなわち２つの半円弧が一対の平行な線分によって接続
された形状に変形され、繊維方向に沿って全周に亘って均等な張力が発生する。
【００２８】
　プリプレグテープ１１は、熱可塑性樹脂により粘着性が低く、単に捲回されただけでは
、積層された部位どうしが相対的に移動し易く、弛みや皺が発生し易い。したがって、プ
リプレグの間の空間部であるボイドや、連続繊維の配向の乱れである繊維蛇行が発生しや
すく、物性低下につながるおそれがある。
【００２９】
　これに対して、弛みとり工程では、連続繊維プリプレグ１２に全周に亘って張力を発生
させてプリプレグテープ１１の弛みをとる作業を行っているので、プリプレグテープ１１
の互いに積層された部位どうしを密接させることができ、連続繊維プリプレグ１２の積層
間にボイドが発生するのを防ぐことができる。
【００３０】
　また、プリプレグテープ１１内における連続繊維の配向性を向上させることができ、連
続繊維プリプレグ１２内に繊維蛇行が発生するのを防ぐことができる。なお、具体例１で
は、ロッド２１が２本の場合を例に説明しているが、プリプレグテープ１１の弛みをとる
方向に連続繊維プリプレグを移動させることができる本数であればよく、２本に限定され
ない。また、ロッド２１が丸棒形状を有する場合を例に説明しているが、プリプレグテー
プ１１の弛みをとる方向に連続繊維プリプレグを移動させることができるものであればよ
く、他の形状であってもよい。
【００３１】
　そして、成形工程では、図３に示すように、連続繊維プリプレグ１２を押し治具４１で
押して最終形状に成形する作業が行われる。押し治具４１は、連続繊維プリプレグ１２の
平行に延在する一対の線分部位を互いに接近させる方向に押し移動させる。連続繊維プリ
プレグ１２は、２本のロッド２１が互いに離反する方向に付勢された状態で、２本のロッ
ド２１の間に掛け渡された線分部位の少なくとも一部が押し治具４１により押し移動され
る。したがって、ボイドや繊維蛇行を発生させることなく、連続繊維プリプレグ１２を最
終形状に成形することができる。
【００３２】
　なお、具体例１では、連続繊維プリプレグ１２の線分部位を押し治具４１により互いに
接近する方向に押し移動させる場合を例に説明したが、連続繊維プリプレグ１２に全周に
亘って張力を発生させた状態で連続繊維プリプレグ１２を部分的に押し移動させるもので
あればよく、例えば、一対の線分部位を互いに離反する方向に押し移動させ、或いは、互
いに同方向に押し移動させてもよい。
【００３３】
　そして、硬化工程では、連続繊維プリプレグ１２を加熱し加熱後に冷却して硬化させる
作業が行われる。連続繊維プリプレグ１２は、図３に示すように、２本のロッド２１が互
いに離反する方向に付勢され、かつ、押し治具４１で押されて最終形状に成形された状態
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で、加熱炉４２に入れられて所定時間所定温度で加熱され、加熱後に冷却されて硬化され
る。
【００３４】
　したがって、図４（ａ）に示すように、一対の円弧状端部１３Ａ、１３Ｂと、これら一
対の円弧状端部１３Ａ、１３Ｂの間を連結する線分部分１３Ｃを有する最終形状の繊維強
化樹脂部品１３を得ることができる。上記した各工程を経て製造された繊維強化樹脂部品
１３は、ボイドおよび繊維蛇行がなく、所期の物性を発現することができる。上記した連
続繊維プリプレグの成形方法は、各工程を流れ作業で行うことができ、生産性に優れてお
り、量産が容易である。したがって、生産性を犠牲にすることなく、所期の物性の発現が
可能な形状に形成することができる。　
【００３５】
　なお、繊維強化樹脂部品１３は、例えば合成樹脂製のサスペンションアーム１４等の射
出成形品の骨部材に使用することができる。サスペンションアーム１４の骨部材とする場
合、繊維強化樹脂部品１３を射出成型機の射出金型内に配置して射出成形を行い、繊維強
化樹脂部品１３のまわりに合成樹脂を肉付けする。したがって、図４（ｂ）に示すように
、骨部材が繊維強化樹脂部品１３からなる合成樹脂製のサスペンションアーム１４を製造
することができる。
【００３６】
［具体例２］
　図７～図９は、連続繊維プリプレグの成形方法の具体例２を説明する図である。具体例
２において特徴的なことは、成形工程において、連続繊維プリプレグ１２を最終形状に成
形した後に、連続繊維プリプレグ１２を部分的にプリプレグテープ１１の積層方向に溶着
して仮留めを行うこと、および、硬化工程において、その仮留めされた連続繊維プリプレ
グ１２を射出成型装置の射出金型５１内にセットして射出成形を行うことである。なお、
捲回工程と弛みとり工程については、具体例１と同様であるのでその詳細な説明を省略す
る。
【００３７】
　成形工程では、連続繊維プリプレグ１２を最終形状に成形した後、連続繊維プリプレグ
１２を部分的にプリプレグテープ１１の積層方向に溶着して仮留めをする作業が行われる
。溶着は、互いに積層されたプリプレグテープ１１どうしのある程度のずれを許容しつつ
、バラバラにほどけるのを防止することができる程度とされる。
【００３８】
　したがって、連続繊維プリプレグ１２を最終形状に保持することができ、連続繊維プリ
プレグ１２の取り扱いを容易なものとし、生産性を向上させることができる。具体例２で
は、図７に示すように、連続繊維プリプレグ１２の線分部分１２Ｃを３箇所（Ｐ１～Ｐ３
）と、円弧状端部１２Ａ、１２Ｂの２箇所（Ｐ４、Ｐ５）の合計で５箇所を超音波溶接に
より溶着して仮留めを行っている。
【００３９】
　硬化工程では、成形工程で仮留めされた連続繊維プリプレグ１２を、図８に示すように
、射出成形装置の射出金型５１内にセットして射出成形する作業が行われる。射出成形は
、連続繊維プリプレグ１２の周りを合成樹脂で覆うように、溶融された状態の高温の合成
樹脂が射出金型５１内に射出される。
【００４０】
　したがって、射出成形時に射出金型内に射出される合成樹脂（溶融材料）の熱を利用し
て、連続繊維プリプレグ１２を加熱することができる。したがって、冷却硬化後に繊維強
化樹脂部材１３を得ることができ、同時に、図９に示すように、繊維強化樹脂部品１３を
骨部材とした射出成形品である合成樹脂製のサスペンションアーム１４を製造することが
できる。
【００４１】
　このように、図７～図９に示す具体例２の方法によれば、連続繊維プリプレグ１２を加
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熱硬化させると共に射出成形品であるサスペンションアーム１４を得ることができ、工数
の削減により、生産性を向上させることができ、コストを低減することができる。
【００４２】
　なお、上述の具体例２では、仮留めされた連続繊維プリプレグを射出成形装置の射出成
形金型にセットして射出成形を行う場合を例に説明したが、仮留めされた連続繊維プリプ
レグに熱プレスを施し、連続繊維プリプレグの積層間を圧着させた後に射出金型内にセッ
トして射出成形を行うこともできる。
【００４３】
　本発明は、上述の各具体例に限定されるものではなく、本発明の趣旨を逸脱しない範囲
で種々の変更が可能である。例えば、具体例２では、２本のロッド２１の間に掛け渡され
ている連続繊維プリプレグ１２の線分部分１２Ｃを押し治具４１で互いに接近する方向に
押し移動させて、互いに当接させる場合を例に説明したが、必ず当接させる必要はなく、
例えば、図１０および図１１に示すように、互いに間隔をあけて離れた状態としてもよい
。図１０は、成形工程により最終形状に成形されて仮留めがされた連続繊維プリプレグの
一例を示す図、図１１は、図１０に示す連続繊維プリプレグを用いた射出成形品の一例を
示す図であり、各図（ａ）、（ｂ）は、それぞれ平面図および正面図である。
【００４４】
　また、上述の実施の形態では、２本のロッド２１を互いに離反する方向に移動させ且つ
２本のロッド２１の間に掛け渡されている連続繊維プリプレグ１２の線分部分１２Ｃを押
し治具で互いに接近する方向に押し移動させる場合を例に説明したが、２本のロッド２１
と押し治具４１の動きは、２次元的な平面上の動きに限定されるものではなく、３次元的
に移動させてもよい。例えば、図１２に示すように、連続繊維プリプレグ１２の長手方向
中央部分を、プリプレグテープ１１の幅方向に押し移動させた形状を最終形状とすること
ができる。図１２（ａ）は、本発明の連続繊維プリプレグの成形方法により最終形状に成
形された連続繊維プリプレグを示す図、図１２（ｂ）は、その連続繊維プリプレグを用い
た射出成形品の具体例を示す図である。
【符号の説明】
【００４５】
１１　プリプレグテープ
１２　連続繊維プリプレグ
１３　繊維強化樹脂部品
１４　射出成形品
２１　ロッド
３１　捲回装置
４１　押し治具
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